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１．はじめに

　金融庁より、「会計監査の信頼性確保のために

―「会計監査の在り方に関する懇談会」提言」（以

下、提言）が、2016年３月８日付公表されている。

その後、「『監査報告書の透明化』について」の文

書が、17年６月26日付公表されている。「監査報

告書の長文化」の導入が国際的に進められる中で、

わが国においても会計監査の透明性向上は重要な

課題であり、17年10月より企業会計審議会監査

部 会 に お い て、「 監 査 上 の 主 要 な 事 項（Key 

Audit Matters：KAM）」（以下、KAM）の導入

の検討が始められている。

　KAMとは何なのか、まず、金融庁の公表資料

をもとに、わが国の「監査報告書」の透明化の動

きを確認するとともに、導入が予定される国際監

査基準のKAMのルールを確認する。そのうえで、

わが国にKAMが導入される場合の課題や問題点

について、考察を行っている。

　監査報告書のKAMの記載は、監査報告書の「拡

張化」「長文化」といった表現もみられるが、金

融庁の提言では、株主等に対する情報提供を充実
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　わが国では、現在、金融庁企業会計審議会監査部会において、監査報告書に「監査上の主要な事項（Key 
Audit Matters：KAM）」を記載する「監査報告書の長文化」の導入の検討が進められている。「監査報告書の
長文化」が導入されると、公認会計士の公表する監査報告書の役割や監査の進め方が大きく変わることになる。
既に導入されている国際監査基準（ISA）のKAMの基本ルールや監査報告書のひな型を確かめるとともに、わが
国で「監査報告書の長文化」が導入された際の課題や問題点について説明する。
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